
○ 障害者計画の根拠条文について 
 
障害者基本法（S45.5.21 法律第 84 号）（最終改正H23.8.5 法律第 90 号） 
（障害者基本計画等）  

第十一条  政府は、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の総合的かつ計画的な推進を図

るため、障害者のための施策に関する基本的な計画（以下「障害者基本計画」という。）を策定しなければ

ならない。  

２  都道府県は、障害者基本計画を基本とするとともに、当該都道府県における障害者の状況等を踏まえ、

当該都道府県における障害者のための施策に関する基本的な計画（以下「都道府県障害者計画」とい

う。）を策定しなければならない。  

３  市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、当該市町村における障害

者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策に関する基本的な計画（以下「市町村

障害者計画」という。）を策定しなければならない。  

４  内閣総理大臣は、関係行政機関の長に協議するとともに、障害者政策委員会の意見を聴いて、障害者

基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。  

５  都道府県は、都道府県障害者計画を策定するに当たつては、第三十六条第一項の合議制の機関の意

見を聴かなければならない。  

６  市町村は、市町村障害者計画を策定するに当たつては、第三十六条第四項の合議制の機関を設置し

ている場合にあつてはその意見を、その他の場合にあつては障害者その他の関係者の意見を聴かなけ

ればならない。  

７  政府は、障害者基本計画を策定したときは、これを国会に報告するとともに、その要旨を公表しなけれ

ばならない。  

８  第二項又は第三項の規定により都道府県障害者計画又は市町村障害者計画が策定されたときは、都

道府県知事又は市町村長は、これを当該都道府県の議会又は当該市町村の議会に報告するとともに、

その要旨を公表しなければならない。  

９  第四項及び第七項の規定は障害者基本計画の変更について、第五項及び前項の規定は都道府県障

害者計画の変更について、第六項及び前項の規定は市町村障害者計画の変更について準用する。 

 
 
○ 障害福祉計画の根拠条文 
 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律《障害者総合福祉法》（H17.11.7 

法律第 123 号） （最終改正 H24.6.27 法律第 51号） 

（都道府県障害福祉計画）  

第八十九条  都道府県は、基本指針に即して、市町村障害福祉計画の達成に資するため、各市町村を通

ずる広域的な見地から、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実

施に関する計画（以下「都道府県障害福祉計画」という。）を定めるものとする。  

２  都道府県障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標に関する事項  

二  当該都道府県が定める区域ごとに当該区域における各年度の指定障害福祉サービス、指定地域相談

支援又は指定計画相談支援の種類ごとの必要な量の見込み  

三  各年度の指定障害者支援施設の必要入所定員総数  

四  地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項  

３  都道府県障害福祉計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項について定める

よう努めるものとする。  

一  前項第一号の区域ごとの指定障害福祉サービス又は指定地域相談支援の種類ごとの必要な見込量

の確保のための方策  

二  前項第一号の区域ごとの指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援に従事

する者の確保又は資質の向上のために講ずる措置に関する事項  

三  指定障害者支援施設の施設障害福祉サービスの質の向上のために講ずる措置に関する事項  

四  前項第二号の区域ごとの指定障害福祉サービス又は指定地域相談支援及び同項第四号の地域生活

支援事業の提供体制の確保に係る医療機関、教育機関、公共職業安定所その他の職業リハビリテーシ

ョンの措置を実施する機関その他の関係機関との連携に関する事項  
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４  都道府県障害福祉計画は、障害者基本法第十一条第二項に規定する都道府県障害者計画、社会福

祉法第百八条に規定する都道府県地域福祉支援計画その他の法律の規定による計画であって障害者

等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。  

５  都道府県障害福祉計画は、医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第三十条の四第一項に規定する

医療計画と相まって、精神科病院に入院している精神障害者の退院の促進に資するものでなければなら

ない。  

６  都道府県は、協議会を設置したときは、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更しようとする場合にお

いて、あらかじめ、協議会の意見を聴くよう努めなければならない。  

７  都道府県は、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、障害者基本法

第三十六条第一項の合議制の機関の意見を聴かなければならない。  

８  都道府県は、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを厚生労働大臣に

提出しなければならない。  

第八十九条の二  都道府県は、定期的に、前条第二項各号に掲げる事項（都道府県障害福祉計画に同

条第三項各号に掲げる事項を定める場合にあっては、当該各号に掲げる事項を含む。）について、調査、

分析及び評価を行い、必要があると認めるときは、当該都道府県障害福祉計画を変更することその他の

必要な措置を講ずるものとする。  

 


